














































等が， それにより影聾を受ける人の健康や生活環境等の個別具体的な利益を

保護する趣旨を含むとする原告らの主張②はf_I]!1!1がない。

(4) 環境影響評価法における関係地域の住民からの意見聴取等の手続は， 人の

健康等を個々人の具体的利益として保護する趣旨の規定ではないこと（原告

らの主張③に対する反論）

ア 環境影響評価法は， 事業者が関係地城を管轄する都逍府県知事及び市町

村長に対し， 方法掛及び準備諧等を送付し， 関係地域内において方法薔及

び準備紺等を縦覧に供し， その記載事項を周知させるため地域住民に対す

る説明会を開備する旨を定め(I司法6条1項， 7条， 7条の2第1項， 1 

5条， 1 6条， 1 7条1項）， また， 環境の保全の見地からの意見を有す

る者から提出された意見に配意して準備辮の記載を検討する旨を定めてい

る I司法 2 1 条 1, 2 項）。

イ 答弁讃第2の3 (3)イ(1 2ないし1 4ペ ー ジ）で述べたとおり， 方法

掛や準備帯を関係地方公共団体の長に送付し， 関係地域内で説明会を開佃

するなどとしたのは， 方法諧や準備讃の周知を図ることで， それらに対す

る意見を収集することを目的とするものであるところ， 方法普や準備盟に

対する意見提出手続は， 有益な環境俯報を広く収集することを目的とし，

それゆえに， 環境の保全の見地からの意見は， 関係地方公共団体の長のみ

ならず，一般（地域住民に限らない）からも聴取するものとされている（同

法8, 1 0条）。

ここで， 関係地方公共団体の長に環境の保全の見地からの意見を求める

のは， 関係地方公共団体が地域の環境についての有益な俯報を保有し 9 :ll!l 

域の環境保全について行政上の閥整を行う立場にあって， その意見を踏ま

えて検討することが適切な環境影響評価につながると考えられるためで

あり， 人の健康等を個々人の具体的利益として保護する趣旨のものではな

い。
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また， 環境影響評価法が， 有益な環境情報を広く収集するに当たって，

一般からの意見の聴取のために公告等を行うのと併せて， 関係地域内で方

法書説明会等を開佃するものとしたのは， 環境影響評価における意見提出

手続は地域の現境梢報を収集することが主たる目的となることから， 事業

が環境に影響を及ぽす地域の住民が中心となるとの考えによるものにすぎ

ない（環境影響評価研究会「逐条解説現境影糊評価法改訂版」I 2 4及び

1 2 5ペ ー ジ）。

そして， このような手続を経て提出された住民等意見は， 事業者が配意

することとなるが（同法2 1条1項），� この「配意Jとは，「国民 一 般の

意見は， 様々な立場からの多様な方向性を持った幅広いものであることか

ら， 意見を受け取る側は， それぞれに意を配りつつ， その中から有川な環

境情報を事業計画に反映させていく」（乙第2号証1 0 8ペー ジ）という

ものにすぎない。

ウ なお， 原告らは， 猿境影聾評価法2 1条2項4号が， 壊境の保全の見地

からの意見を有する者から意見が提出された場合に当該意見に対する事業

者の見解を記載しなければならない旨を規定していることをもって，「環

境影縣評価法は， 市民意見の配隙を義務づけ， 市民意見への事業者の応答

を義務づけている」とも主張する（原告準備習雁2第2の3 (2) • 8ペ ー

ジ）。

しかしながら， 同号は， 準備番の検討に当たり， 環境影響評価の調査等

の手法の修正， 猿境影聾評価の結果の修正等， 準備書の記載を修正する必

嬰があるときに限って， 市民等意見の概要等に加え， その市民等意見に対

する事業者の見解を記載すべきことを規定したものにすぎない。

環境影響評価法は， 事業者による事業のセルフコントロ ー ルを基礎とす

るものであるから，事業者が各種の意見に対して真摯に検討を行う必要が

あるとしても， 準備書の修正の必要があるかどうかの判断自体は， 事業者
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自身が行うものである（前掲「逐条解説環境影響評価法改訂版」1 6 6及

び1 6 7ペー ジ）。

かかる趣旨によれば 同号が内容を修正する場合に限って事業者の見解

を準備帯等に記載するよう求めたのは， 飽くまで修正するに至った縁由と

して， 市民等意見に対する事業者の受け止めを明らかにすることが適当で

あるからにほかならない。

したがって同号の規定をもって， 「環境影縣評価法は市民意見の配

曲を義務づけ， 市民意見への事業者の応答を義務づけている」とする原告

らの上記主張は埋由がない。

工 以上のとおり 原告ら指摘に係る康境影薯評価法の各規定は ． 地域住民

を 一定の配I机をされる者として位置づけ， それ以上に地域住民の個別的な

利益を確保するための制度を設けていない。 このことは同法が 一 般的公

益としての環境の保全を目的とし ． 地城住民等の個別的利益については猿

境の保全を通じて間接的に保獲され得るものとして位置づけているからで

ある．

したがって， これらの規定をもって， 猿境影饗評価法及び電事法に基づ

いて行われる現境影饗評価の手続が人の健康や生活環境を個別具体的な利

益として保股しようとするものということはできない。

なお， 原告らは， 東京地方裁判所平成2 5年3月2 6日判決（平IJ例時報

2 2 0 9号7 9ペ ー ジ）について， 「『鉄道事業法の関係法令が， 鉄道利

用者に 一定の手続関与の機会を付与している』ことに注目して， 原告適格

を肯定している点は， 参照されるべきである」とも主張するが（原告準備

書面2第2の3 (2) • 9ペ ー ジ） ． 同判決は， 原告ら指摘の鉄道事業法上

の手続関与の機会付与の規定のみではなく， 同法の目的規定や処分根拠規

定の性質等から旅客運賃認可処分について， 少なくとも居住地から職場や

学校等への日々の通勤や通学等の手段として反復継続して日常的に鉄道を
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利用している者の有する利益は個別具体的な利益として保護すべきものと

して原告適格を肯定した裁判例であり， 根拠怯令や保護されるべきとする

利益内容も昴にする本件事案において参考にされるべき裁判例ではない。

しかも， 手続関与の規定についても． 上記裁判例における鉄道事業法6 5 

条の意見聴取手続は利害関係人等を特定・対象を限定するものであるか

ら． 環境の保全の見地からの意見を． 関係地方公共団体の長のみならず，

一般（地域住民に限らない）からも広く聴取する手続とされている（同法

8, 1 0条）本件とは． この点においても前提を異にするものである。

(5)県条例における地域住民からの意見聴取等の手続は， 環境影響評価法等に

基づく手続とは． 環境影響の評価項目の対象自体を異にする別異の法令に基

づく環境影響評価手続であること（原告らの主張④に対する反論）

了 県条例は， 条例関係地域を管轄する市町村長に対し， 条例方法帯及び条

例準備粛を送付し， 説明会を開佃するほか， 条例関係地域内に住所を有す

る者等に対し周知しなければならないと定め（県条例2 9条1項， 3 3条

1項， 3 8条1項， 4 2条1項）， 条例方法粛及び条例準備掛について環

境保全上の見地から意見を有する者は， 事業者にその意見を提出すること

ができ（同条例3 4条， 44条）， 知事は上記意見等について十分考胞す

るものとし（同条例3 6条3項）， 事業者は上記意見等に対する見解を記

載した帯面を提出する旨を定めている（同条例4 5条1項）。

イ しかしながら， 県条例は． 環境影響評価法における対象事業における評

価項目とも対象を異にしている。 しかも． そもそも． 電事法上も届出の対

象となり(4 6条の1 6)，変更命令の対象となる評価書(4 6条の1 7)は，

飽くまでも， 環境影磐評価法上策定された壊境影器評価掛であって． 電事

法上， 環境影響評価について， 環境影響評価法のスキ ー ムを超えてさらに

条例上の環境影響評価のスキ ー ムをも参酌するとの審査制度の枠組みとす

らなっていない。
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すなわち，県条例は，環境影嬰評価の対象とする事業を「対象事業」（同

2条1項）と定め，そのうち，環境影響評価法2条3項及び4項所定の（第

一種事業を含む）対象事業及び第二種事業を「法対象事業J （同2条2項）

と定めた上で， 同条例4条において， 「対象事業の実施が環境に及ぼす影

欝・・についての調査，予測及び評価…を行うための項目として，公害防止，

自然環境の保全， 歴史的・文化的避産の保全， 地球の温暖化の防止その他

の環境保全上の見地から科学的知見に基づき， 一般的に必要と認められる

もの（法対象事業にあっては．法第 2 条第 1 項の環境の構成泄素に係る項

目に該当する部分を除く。） を規則で定めなければならない」（傍点は引

用者）と定め， それを受け， 神奈川県環境影響評価条例施行規則は， 評価

項目について． 3条， 別表第2において， 「1 大気汚染J' 「2 水質汚

濁」． 「 3 土槌汚染」等のほか， 「 9 電波陪害」，「1 9 地域分断」． 「 2

安全」などと定めているが， 留意すべきは． 別表第2の「備考」にお

いて．「法対象事業にあっては， 9 の項． 1 9 の項． 2 0 の項その他法第

2 条第 1 項の環境の構成嬰素に係る項目に該当しない部分に限る。」（傍

゜

点は引川者）と定められていることであって． 嬰するに県条例は． 環境

影響評価法において評価項目とされていない事項を評価項目としているに

すぎない（そして， 本件では， もとより， 原告らから， 電波障害， 地域分

担， 安全に着目した現境に係る「個別的利益」なるものが主張されている

ものですらない。） ．

この点， 猿境影慇評価法と条例との棲み分けの問題として， 対象事業等

については環境影響評価法の規律が存するため， 条例では環境影響評価に

関する 一連の手続を規定することは本来できない。 その上で， 上記県条例

は地方公共団体における手続であって同法の規定に反しないものを条例

で付加することができるとの環境影聾評価法6 1条の趣旨を受けて設けら

れたものであり， 特に法対象事業については， 環境影響評価法2条1項所
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定の環境の構成要素に係る項目とは性質の異なる評価項目についてのみ環

境影響評価を行う旨を規律し， 環境影聾評価法に規定する環境影器評価を

行わしめるという目的以外の観点から規律したものにすぎない（前掲「逐

条解説環境影響評価法改訂版」 3 0 7 ペー ジ）。

ウ このように， 県条例が定める条例関係地域の住民に対する周知等の手続

は， 本件発電所の設置に係る電事法及び環境影糊評価法が定める現境影響

評価手続とは， 環境影線の評価項目の対象自体を異にする， 別屎の法令に

基づく環境影縣評価手続であって， 双方は互いにその守備範囲を異にする

ことが予定された手続というほかない。 それゆえ， 木件では， 県条例の上

記規定を前提にして， 電事法4 6条の1 7第2項に基づく原告適格を諭ず

る素地自体がそもそもないというべきである。

(6)まとめ

以上のとおり， 環境影響評価法及ぴ電事法に基づく現境影響評価は， 人の

健康や生活壊境といった個々人の具体的利益として保獲するために行われる

ものではなく， 原告らの主張する利益を， 個々人の個別的利益としても保護

すべきものとする趣旨を含むとは解されない。

したがって， この点に関する原告らの主張は理由がない。

3 仮に， 一定の範囲の住民等に原告適格が認められるという見解が前提とされ

るとしても，関係地域居住者，本件発電所から2 0キロメ ー トル以内の居住者，

温排水によって生業手段に対する被害を受けるおそれのあるとする原告らに原

告適格が認められるとする原告らの主張は理由がないこと

(1)はじめに

答弁書及び前記2で述ぺたとおり， 原告らについて， 本件通知の取消しに

係る原告適格はおよそ認められないというべきであるが， 仮に， 本件発電所

の周辺地域に居住する一定の範囲の住民等に原告適格が認められるという見

解が前提とされるとしても， その範囲に係る原告らの主張は次に述べるとお
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り， 理由がなく， かかる見解に依拠されるべきではない。

すなわち， 原告らは， ①県条例を根拠に本件発電所から3キロメ ー トルの

区城の住民②本件発電所から2 0キロメ ー トル以内の居住者， ③淵排水に

よって生業手段に対する著しい被害を直接的に受けるおそれのある者， ④c

02によって地球禍暖化が進行する結果， 生命身体健康等の重大な利益を侵

害される者について， 原告遥格が認められると主張する（原告準備諧雁2第

2の6 · 2 4ペ ー ジ）が， これらのうち， 上記①及び②については， 以下に

述べるとおり理由がない（なお， 上記③及び④の者については， 令和元年1

2月2 3日の第2回口頭弁論期日において， 御裁判所から， 原告らに対し，

これらに当たるとする原告らの範囲， その利益の内容及び当該利益が害され

る腺様等を明らかにするよう指摘がなされたところであるため， 被告として

は， この点に関する原告らの主張が明らかにされた上で， 更に反諭する予定

であるが， 前記2で述べたとおり， 前提の間題として， 環境影響評価法及び

電事法に基づく環境影響評価は， 原告らの主張する「樵業権」， 「地球禍暖

化が進行する結果， 生命身体健康等に被害を受けない利益」を個々人の具体

的利益として保訛すべきものとする趣旨を含むとは解され得ない。 いずれに

せよ， この点は， 本掛面とは別の機会に改めて詳述する予定である。）。

(2) 「関係地域」に居住する者は当然に原告適格が詞められるという原告らの

主張は， 平成1 7年最高裁判決を正解するものではないこと

原告らは， 最高裁判所平成1 7年1 2月7日大法廷判決（民集5 9巻1 0 

号2 6 4 5ペ ー ジ。 以下「平成1 7年最高裁判決」という。）において， 東

京都現境影響評価条例が個々人の個別的利益を保護するものであることが認

められたものであるかのように理解し， そのような理解を前提に， 「この関

係地域に居住する者は， 類型的に， 大気汚染による健康又は生活環境に係る

著しい被害及ぴ温排水によって生業手段に対する著しい被害を直接的に受け

るおそれのある者といえるのでその範囲に居住している者については， 原
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告適格が肯定される」（原告準備掛面 2 第 2 の 4 (2) • 1 1 ペ ー ジ）と主張

するが， 同主張は， 平成1 7年最高裁判決を正解していないものといわざる

を得ない。

平成1 7年最高裁判決は， 都市計画法に基づく都市計画事業である鉄道の

連続立体交差化を内容とする鉄道事業の認可について， その取消しを求める

法律上の利益があるとして原告適格が認められる事業地の周辺住民の範囲に

つき， 「都市計画事業の事槃地の周辺に居住する住民のうち当該事業が実施

されることにより騒音， 振動等による健康又は生活環境に係る著しい被害を

直接的に受けるおそれのある者は， 当該事業の認可の取消しを求めるにつき

法律上の利益を有する者としてその取消訴訟における原告適格を有する」

とした上で， その具体的な範圃については， 「本件鉄道事業に係る関係地域

内に居住する者は，その住所地と本件鉄道事業地との距離関係などに加えて，

関係地域が対象事業を実施しようとする地城及びその周辺地域で当該対象事

業の実施が環境に著しい影響を及ぽすおそれがある地域として都知事が定め

るものであること」を考椒して， 東京都環境影響評価条例により関係地域と

される地域内に居住する住民について原告適格を認め， 関係地域外に届住す

る住民については， 「本件鉄道事業が実施されることにより上記のおそれ（引

用者注：健康又は生活環境に係る著しい被害を直接的に受けるおそれ）があ

るとはいえ」ないとして， 原告適格を認めなかったという事案である。

もっとも 同判決に係る調査官解説（民事篇平成1 7年度（下）923~

9 2 4ペー ジ）において， 「本件条例（引用者注：東京都環境影響評価条例）

の定める関係地域の意義や， 関係地域内に居住するXらの住所地と本件鉄道

事業の事業地との近接性等を考慮して， 関係地域内に居住するXらが『当該

事業が実施されることにより騒音， 振動等による健康又は生活環境に係る著

しい被害を直接的に受けるおそれのある者』に当たるとしたものであ」り，

「この判断は， 上記の事情を勘案して， 本件鉄道事業に係る関係地域内に居
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住するという事実をもって上記の『おそれのある者』の認定に供したもので

あって， 関係地域内に居住する者が上記の『おそれのある者』に当たるとす

る解釈を本件条例の規定から羽いたものではないと考えられる。」と説明さ

れ， 同部分の注記(9 3 6ペー ジ）においても， r本件条例における関係地

域が『環境に著しい影懸を及ぼすおそれがある地域』として定められている

のに対し， 本判決による原告適格の判断基準は『健康又は生活環境に係る著

しい被害』の有無であり， 前者の地域内に居住することによって直ちに後者

の基準を洲たすわけではない。」と説明されているとおり， 平成1 7年最高

裁判決は東京都環境影響評価条例の定める関係地域の意義や関係地域内に

居住する原告らの住所地と事業地との近接性等を考殿した結果として，l司事

業に係る関係地域内に居住するという事実をもって原告適格の要件（「おそ

れのある者」）の認定に供したもの（関係地域内に届住する者に原告適格を

認めた部分が事例判断にとどまることは，I司判決に係る民事判例集の判示事

項（鉄道の連続立体交差化を内容とする都市計画事業の事業地の周辺住民が

同事業の認可の取消訴訟の原告適格を有するとされた事例）からも窺われ

る。）と考えられる。 しかも， ーロに言って「関係地域」といっても， 個々

の法令が「関係地域」を定める趣旨やその定義内容は個々の法令ごとに各

様であることは当然であり， 「関係地域」であれば， それだけで当該地域を

原告適格の認定に供し得る地域などと諭じ得ないことはもとよりのことであ
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る。 1 このように， 平成 1 7 年最高裁判決は， 都市計画事業の認可の取消訴

訟の原告適格について， 一般的に関係地域内に居住する者の原告適格を認め

たものではなく， まして， 同判決の事案とは事業の種類， 内容が全く異なる

本件発電所の設置事業（以下「本件事業」という。）に係る関係地域内に居

住する住民に対して原告適格を認める趣旨のものとして参照できるものでも

ないことは明らかである。

(3)本件事業に係る関係地域について

ア 関係地域に関する法令の定め

壊境影響評価法は， 主務省令により「環境影響を受ける範囲であると

認められる地域」を管轄する都道府県知事及び市町村長に方法粛及びその

股約帯を送付し（l司法6条1項）， その送付を受けた都道府県知事は， 市

町村長の意見を求めた上で， 事業者に対する意見を述べるものとしている

（同法 1 0 条）。 また， 準備曹作成段階において同怯 6 条 1 項の地域に，

それまでの評価の結果に鑑み， 環境影嬰を受ける範囲であると認められる

地域に追加した地域を「関係地域」とした上で， 関係地域の都道府県知事

及び市町村長に準備普及びその要約粛を送付し(I司法1 5条）， その送付

を受けた都道府県知事は， 市町村長の意見を求めた上で， 事業者に対する

1 すなわち ， 改正前の東京都現境影響評価条例（昭和5 5年東京都条例第9 6号）は， 鉄道の

新設又は改良など1司条例別表に掲げる事業でその実施が環境に著しい影響を及ぽすおそれの

あるものとして東京部規則で定める要件に該当するものを「対象事業」とした上で ， 棉知事

において， 「事業者が対象事業を実施しようとする地域及びその周辺地域で当該対象事業の
、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、

実施が環境に著しい影響を及ぽすおそれがある地城」（傍点は引用者）として， 当該対象事

業に係る「関係地域」を定めなければならないとし（同条5号， 1 3条1項），「関係地域」

を「現境に著しい影響を及ぽすおそれがある地城」と定義するものであな
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意見を述べるものとしている（同法2 0条）。

そして発電所アセス省令は， 特定対象事業に係る環境影聾評価法6

条1項の環境影響を受ける筒囲であると認められる地域について， 「第 一

種事栗実施想定区域（対象事業実施l又城）及びその周圃 ーキロメ ー トルの

範圃内の地域」及び「既に入手している情報によって， ー 以上の環境の構

成要素（…）に係る環境影縣を受けるおそれがあると判断される地域」（発

竜所アセス省令I 8条， 4条2項1号及び2号）とし， その地域を管轄す

る地方公共団体を「関係地方公共団体」としている。

イ 本件事業における関係地域

前記アの法令の定めに従い， 本件事業において「関係地城」とされた

のは， 横須賀市という ー地方公共団体である。 かかる「関係地域」とは，
ー 地方公共団体全体を包括する区域であり， かつ， 「 関係地域」について

も「環境影饗を受ける範囲であると認められる」との包括的な定義が付さ

れるにとどまることからすると， かかる 「 関係地域」内に原告らが届住す

るか否かによって， 原告遮格の認定を行うこと自体， 出発点において困難

である。 更にいえば， 平成1 7年最祁裁判決が結論として当該事案におけ

る「関係地域」内に居住する者以外の原告適格を否定したことに加えて，

本件事業に関し， 「 関係地域の範囲が著しく狭く定められているような」

（前掲調査官解説注43 (936ペ ー ジ）参照）事情も見当たらないこと

からすると，関係地域に関する原告らの主張を前提とした場合であっても，

少なくとも， 上記「関係地域」に居住していない原告らについては， およ

そ原告適格が認められる余地はないものと解されるところである。

(4)条例上の関係地域居住者に原告適格が認められるとの原告らの主張は理由

がないこと

原告らは， 条例上の関係地城居住者について， 当然に原告適格が認められ

ると主張する（原告準備薔面2第2の4 (2) • I Iページ）。
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しかし， 条例上の関係地城居住者について当然に原告遥格が認められると

の理解自体も， 前記(2)で述べたとおり， やはり誤りである。 なお， この点

に関しては， 先で述べたとおり， 同判決の調査官解説も， 「本件条例におけ

る関係地域が『環境に著しい影響を及ぼすおそれがある地域』として定めら

れているのに対し， 本判決による原告遥格の判断基準は『健康又は生活環境

に係る著しい被害』の有無であり， 前者の地域内に居住することによって直

ちに後者の基準を渦たすわけではない」と解脱しているところである。

しかも， 前記2 (5)で述ぺたとおり， 県条例における現境影響評価手続と，

本件通知に係る電事法， 環境影響評価法における環境影響評価手続とは互い

の守備範囲を異にし， 環境影響評価における評価項目自体をも展にするので

あるから， 評価項目を異にする環境影響を前提に策定された 「 関係地域」が

環境影薯評価法における別晃の猿境影響評価に係る原告適格の手掛かりとな

り得るものとは解されない。

したがって， たとえ， 本件発亀所の設置に当たって， 県条例に碁づく環境

影響評価が行われ， その過程で， 法対象事業の実施されるぺき区域の周囲か

ら 3 キロメ ー トルの区域の関係地域内の住民に対する方法習等の周知がなさ

れていたとしても， これを根拠に， 環境影響評価法及びその特別法である竜

事法を根拠とする本件通知の取消しを求める法律上の利益を県条例上の条例

関係地域内の住民に認めることはできず， 条例関係地域内の住民に当然に原

告適格が認められるとする原告らの主張①は理由がない。

(5) 本件発電所から 2 0 キロメ ー トル以内に居住する者に原告適格が認められ

るとの原告らの主張に理由がないこと

ア 原告らの主張

原告らは， 発電所アセス省令が， 第二種事業に係る環境影辮評価の要否

の判定基準として， 下記①から④の場合を「環境の影響の程度が著しいも

のとなるおそれがあると認めるものとする」（発電所アセス省令1 6条柱
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書き）としていることから， 本件発電所から2 0キロメ ー トルの範l眉の地

域の住民について， 本件通知の取梢しを求める法律上の利益があると主張

する（原告準備粛juj 2第2の4 (3) • 1 1ないし1 3ペ ー ジ）。

① 「大気質に影靱を及びすおそれがある汚染物質が滞留しやすい地域が

火力発電所を設置する場所の周囲二十キロメ ー トルの範囲内に存在する

場合であって， 当該火力発電所から排1.11される大気質に影響を及ぽすお

それがある汚染物質が当該地域に描留するおそれがあること。」（発電

所アセス省令1 6条5号）

② 「学校等 ！ が火力発亀所（・・・）を設置する場所の周囲二十キロメ ー ト

ルの範囲内に存在する場合であって， 当該発電所の発電設備から排出さ

れる1流黄酸化物， 窒素酸化物又はばいじんの最大着地濃度の予測値に，

学校等の直近において国又は地方公共団体の測定している大気の測定点

（・・ ・）における二酸化1流黄の測定結果の日平均値のニパー セント除外値，

二酸化窒素の測定結果の日平均値の年間九十八パ ー セント値又は浮遊粒

子状物質の測定結果の日平均値のニパ ーセジト除外値を加えた結果が棗

境基本法第 一六条第一項の規定による大気の汚染（…）に係る環境上の

条件についての基準（…）を超えること』（同条9号）。

③ 「大気汚染防止法（…）第五条の二第 一項に規定する指定地域又は自

動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量

の削城等に関する特別措置法（・・ ・）第六条第 一 項に規定する窒素酸化物

対策地域若しくは同法第八条第 一項に規定する粒子状物質対策地域が火

力発電所（ … ）を設置する場所の周囲二十キロメ ー トルの範囲内に存在

1 学校， 保育所， 病院・診療所のうち患者の収容施設を有するものをいう（発誼所アセス省

令1 6条7号）。

- 36 -



する場合であって． 当該発電所の発電設備から砿黄酸化物， 窒素酸化物

又はばいじんを排出することにより当該地域に相当程度の影聾を及ぼす

おそれがあること。」（同条 1 6 号）。

④ 「火力発電所(.")を設置する場所の周圃二十キロメ ー トルの箱囲内

に二酸化疏黄， 二酸化窒素又は浮遊粒子状物質の大気の汚染に係る環境

甚準が確保されていない大気の測定点が存在する場合であって． 当該発

電所の発電設備からばい煙が排出されることにより大気の汚染に係る壊

境基準が確保されていない二酸化硫黄二酸化窒素又は浮遊粒子状物質

のいずれかの量が現状よりも附加すること。」（同条2 3号）。

イ 発電所アセス省令の前記各規定は， 第二種事業に係る環境影響評価の要

否を判定する基準であり， 発電所の周囲2 0キロメ ー トルの範囲を 一般的

に「環境の影響の程度が著しいものとなるおそれがある」とするものでも

ないこと

(7}この点， 原告ら指摘に係る発電所アセス省令の前記アの各規定は． 飽

くまで， 第二稲事業について環境影薯評価を行うか否かを判定するため

の基準であり， 事業による環境影響を受ける地域を特定し， 環境影響を

調査， 予測及び評価する範囲等を画するものではないし， 発電所の周圃

2 0 キロメ ー トルの地域をすべからく「環境影響の程度が著しいものと

なるおそれがある」地域であるとするものでもない。 すなわち． 前記ア

の各規定は． 大気質に係る環境嬰素に関し． 発電所の周囲 2 0 キロメ ー

トルの範囲内に， ①学校， 病院や住居専用地域等の環境影響を受けやす

い地城又は対象 ． ②環境の保全の観点から法令等により指定された地域

又は対象． あるいは． ③既に環境が應化している地域があり， 事業によ

る環境への追加的影蓉が予測され． かつ． そのことにより環境基準が確

保されないようなときに第二種事業に係る環境影響評価を必嬰とする

旨のものである
・

（基本的事項第三の二(2)参照）。
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そして， 本件のような第一種事業についてはそもそも前記アの各規

定が用いられることはないし， 第二種事業について前記アの各規定によ

り環境影響評価を行うことになった場合でも， どの地域が r関係地域」

（現境影響を受ける範囲であると認められる地域）であるかは，前記(3)

アの法令で定めるところに従って定まるのであって発電所の周圃 2 0

キロメ ー トルの範囲が「関係地域」となるものではない。

以上によれば， 前記アの各規定が， 発電所の周囲2 0キロメ ー トルを

環境の影響の程度が著しくなる地域としているかのように主張し， 同地

域の住民に原告適格がある旨をいう原告らの主張には理由がない。

（イ）なお， 原告らは， 本件発電所の設置に係る環境影響評価において， 周

圃2 0キロメ ー トルの範 l囲内に二酸化1流黄， 二酸化窒素又は浮遊粒子

状物質の大気汚染に係る環境基準が確保されていない大気の測定点が

存在し， 発電所アセス省令1 6条2 3号該当事由があり， 本件事業者

も， 大気汚染の影響調査の対象地域を本件発電所の周囲 2 0 キロメ ー

トルの範囲と股定しているとして， 本件発電所の周囲 2 0 キロメ ー ト

ルの範囲が発電所アセス省令4条2項2号の「既に入手している梢報

によって， ー以上の環境の構成股素に係る現境影響を受けるおそれが

あるど判断される地城」に当たるから， その範囲に居住する者が類塑

的に大気汚染による健康又は生活環境に係る著しい被害を直接的に受

けるおそれのある者として原告涸格が認められると主張する（原告準

備薔顧2第2の4 (3) · 1 3ペ ー ジ）。

しかしながら， 前記（ア）で述べたとおり， 発電所アセス省令 1 6 条は

第二種事業に係る規律であって， 第 一種事業である本件に適用される余

地はない。

また， 本件事業者が， 大気汚染の影響調査の対象地域を本件発電所の

周圃 2 0 キロメ ー トルの範間と設定したのは， 方法帯段階において， 経
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済産業省作成に係る「発電所に係る環境影密評価の手引」（乙第1 1号

証2 5 1ペー ジ）に従い， 本件発電所を中心とした半径2 0キロメ ー ト

ルの範囲を既存資料等による澗査地域としたからにほかならず， 具体的

に本件発電所の周圃2 0キロメ ー トルの範囲内に環境甚準が確保されて

いない測定点が存在したことなどを根拠とするものではない。

したがって， 原告らの上記主張は理山がない。

ウ 小括

以上によれば本件発電所から2 0キロメ ー トルの範囲の地域に居住

する者について， 健康又は生活環境に係る著しい被害を直接的に受けるお

それのある者ということはできず， それらの者に本件通知の取消しを求め

る法律上の利益がある旨をいう原告らの主張②は埋由がない。

策3 結語

以上のとおり， 本件訴えは， 処分性を欠くか， 原告適格を欠くために不適法

であるから， 速やかに却下されるぺきである。

以 上
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